
１　基本的な方針

○森林は、国民生活や国民経済の安定に不可欠な「緑の社会資本」

○森林整備保全事業は、森林の多面的機能を維持・増進することにより環境を創造する事業

２　事業実施にあたっての留意事項

○施策連携の強化等（森林整備事業と治山事業との適切な役割分担など）

○森林資源及び既設施設の有効活用（木材利用の推進など）

○多様な主体の参加の促進（地域住民等の参画など）　　等

３　事業の目標と主な成果指標（４つの視点）

　●『安心』･･･国民が安心して暮らせる社会の実現
主な成果① 育成途中の水土保全林のうち、機能が良好に保たれている森林の割合

主な成果② 周辺の森林の山地災害の防止機能等が確保される集落数

　●『共生』･･･森林と人とが共生する社会の実現
主な成果③ 針広混交林など多様な森林への誘導を目的とした森林造成の割合

主な成果④ 海岸林や防風林などの総延長

主な成果⑤ バリアフリー等に配慮した歩道等が整備された森林

　●『循環』･･･循環を基調とする社会形成への寄与
主な成果⑥ 木材として安定的かつ効率的な供給が可能となる育成林の資源量

　●『活力』･･･活力ある地域社会形成への寄与
主な成果⑦ 森林資源を積極的に利用している地域数

主な成果⑧ 山村地域における生活環境の整備

４　主な事業量

○森林整備事業

○治山事業

森林整備保全事業計画の骨子

【整備保全をしない場合５０％→整備保全により６６％】 

【４万８千集落(H15）→５万２千集落(H20）】 

【３１％(H15)→３５％(H20)】 

【約７千ｋｍを保全】 

　約１，５００地域で実施
・　集落、市街地、重要なライフライン等に近接する地域において、防

・　約９０万haの水土保全林において森林の健全性確保に向けた間伐、
　複層林や高齢級の森林、針広混交林への誘導を実施
・　約３５０地区において山村地域の定住基盤、森林整備の基盤等を総

※森林・林業に関する施策の充実及び国、地方公共団体、事業者及び国民が一体となった取組によ
り、森林経営による吸収量３．９％(1,300万炭素ﾄﾝ）の確保を目指す

【約１，１００万人の都市住民に提供】 

【１億２千万ｍ3増加】 

【約１０流域(H15)→約２０流域(H20)】 

　災機能を高める保全対策を約１，９００地域で実施

　合的に整備
・　ダム上流等の重要な水源地を対象に、荒廃した森林の再生等を

【今後５カ年に整備が完了する地区の人口約８０万人】 
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